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ま え が き 

 

 

2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、地震そのものの被害にくわえ直後に発生

した津波被害や原子力発電所の事故による被害が複合し、東北をはじめとした地域に甚大

な被害をもたらした。現時点までの死者・行方不明者数は約２万人におよび、失業者数は

岩手、宮城、福島の３県で約 22 万人と前年比 1.5 倍にまで増加している。 

本調査では、被災者の置かれた過酷な状況を少しでも改善するために、微力かもしれな

いが雇用面での問題に焦点を当てて議論を展開することとした。具体的には、過去の大災

害時に実施された雇用政策を整理・検討することにより、東日本大震災における雇用政策

を検討する上で役に立つ資料の提供を目指した。 

事例の選定にあたっては、東日本大震災の被害が都市部、沿岸部さらには農村部など広

範囲に及んでいることを踏まえ、都市部での災害と沿岸部・農村部を含む地域での災害を

調査対象として取り上げた。すなわち、都市部での災害事例としては、1995 年に発生し

た阪神・淡路大震災を、沿岸部や農村部の事例としては、1990 年に発生した雲仙普賢岳

噴火、2004 年に発生した中越地震、2007 年に発生した能登半島地震と中越沖地震を取り

上げた。 

なお、本調査が検討した雇用政策の多くは、雇用政策の中でも復旧・復興の初期段階に

おいて重要になる雇用政策である。結果、それ以降のステージで重要性が増してくる、産

業政策との関連性が強い雇用政策についてはあまり検討していない。しかしながら、労働

需要には派生需要であるという性質がある以上、雇用政策を議論する上で産業政策との関

連を考慮することは重要である。両政策をリンクさせた上での調査・研究は、今後検討す

べき大きな課題である。 

付言しておくと、本調査にまとめられた結果や含意は、今回の公表に先だって既に関係

機関に報告されている。 

最後になったが、東日本大震災で亡くなられた方々に心より哀悼の意を表すると共に、

被災された方々にお見舞い申し上げたい。本調査が、被災地の復旧・復興に少しでも役に

立てば幸いである。 
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